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1. はじめに

LCA の理念に基づき、商品や企業活動、プロジェクト

ごとにGHGを算出・評価し、公表・表示するGHGアカ

ウンティングが広まり始めている。企業が情報を開示す

る利点は、GHGリスク管理、削減機会の同定、情報公開、

自主的なGHGプログラムへの参画、必須の情報開示法令、

GHG 市場への参入などにあるとされる 1、2)。これまで一

部の企業では、環境・サステイナビリティ報告書を通じ

て、ステークホルダーに対し、直接的なGHG排出量を算

定・開示してきた。近年では、この流れが拡大し、カー

ボンフットプリント、GHGプロトコルを用いた情報公開

が進みつつある。特に、サプライチェーンにまたがる間

接的な発生量（Scope 3）の算出方法が提起されており、

都市レベル 3)、事業者レベル 4)などでの研究が進みつつあ

る。

しかし、サプライチェーン全体にまたがる情報収集の

困難さや複数事業者間での排出量の帰属の問題など課題

もあり、更なる研究が必要である。特に、リサイクルの

取り扱いは、配分・帰属の問題も含め一般的な方法が確

立されておらず、LCA研究の蓄積を踏まえた手法の設計

が不可欠である。そこで、本稿では、動脈産業を中心と

した地域での循環事業を対象に、複数の主体の Scope 算

定を行い、地域循環におけるGHGアカウンティングの取

り扱いについて議論する。

2. 方法

 まず、LCAの手法を用い、機能単位、システム境界の

設定、インベントリデータ整備、シナリオ設計、GHGの

算定を行い、地域循環に伴うシステム全体からのGHG排

出量の変化を分析する。次に、各事業者のGHG排出量を

Scope1,2,3ごとに配分し、その変化を分析する。なお、ラ

イフサイクル影響評価については、GHGアカウンティン

グの性質を踏まえ、除外する。

 著者らは、LCA を活用した地域循環に伴う GHG 排出

量の算定手法を既報において提示してきた 5)。その特徴は

以下の 4 点に集約される。第一に、動脈産業の生産フロ

ーおよび静脈産業の収集・運搬・加工フローの双方を考

慮したシステム境界を設定している点、第二に、動脈産

業の生産プロセスをモデル化し、循環資源と新規資源の

代替性およびそれに伴う製造フローの変化を考慮する点、

第三に、複数の主体の合意形成に資するため、地域循環

による削減ポテンシャルを算定し、その後に詳細な計画

に反映できるプロセスを踏んでいる点、第四に、積み上

げ法を用いることで、各主体の排出帰属を特定すること

が可能になり、GHGアカウンティングの算定に資するこ

とが出来る点である。

3. ケーススタディ

ケーススタディとして、A 市（人口 140 万人）の臨海

部に鉄鋼産業（年間生産量 400 万トン）およびセメント

産業（年間生産量80万トン）が集積し、それらの産業間

の副産物およびA市・B 市（人口 400 万人）から排出す

る一般・産業廃棄物を活用する循環圏を形成するシステ

ムを想定する。求める機能は、動脈産業での同量生産と

循環利用が可能な廃棄物の適正処理・利活用である。

シナリオ１は、ベースラインとして、非循環型を想定

し、動脈産業ではすべて新規資源を用いて製造し、A・B
市で発生する廃棄物はすべて焼却処理（発電を考慮）を

する。

シナリオ２では、鉄鋼産業の循環技術を活用し、A・B
市で発生する10万トン／年の一廃系・産廃系廃プラスチ

ックの受入れを想定する。また、セメント産業の循環技

術を活用し、鉄鋼産業からの高炉スラグ、A 市で発生す

る汚泥、鉱さい、燃えがら等の産業廃棄物および A・B
市で発生する 1 万トン／年の一廃系・産廃系廃プラスチ

ックの受入れを想定する。

地域循環のシナリオごとのシステムを図 1、2 に示す。

GHGアカウンティングを算定する場合の評価対象は、プ

ロトコル等で定義され一般化されつつある 1)が、本稿では、

そのうちシナリオ間で変化が生じるプロセスを評価対象

としている。具体的には、鉄鋼、セメント産業の新規原

料の採掘・輸送（これらの産業にとってのScope3）、製造

工程（Scope1）、廃棄物減量の回収・輸送(Scope3）、自治

体の一般廃棄物処理(自治体にとっての Scope1)、および

産業廃棄物の処理(排出事業者にとっての Scope3)を評価

対象とする。また、他主体からの電力供給(Scope2)につい

ては、変化量が少ないことから、本稿では対象外として

いる。

4. 結果・考察
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図 3に、シオリオ1、2のGHG発生量の差分を表記する．

システム全体の削減量は、480kt-CO2/年と既報において報

告している 6)が、本稿ではGHGアカウンティングの手法

に則り、各主体のGHG排出削減を算定・考察する。

動脈産業におけるScope1の削減量は、新規資源と循環

入による新規資源の削減に伴うものも含まれる。この際

図 1: シナリオ１（ベースライン）のシナリオ図 

 

図２: シナリオ2（地域循環）のシナリオ図 

 

図 3: シナリオ 2（地域循環）での各主体からのGHG排出

削減量 

資源の燃料効率の差による削減分に加え、循環資源の受

に、投入した循環資源を製造プロセスで利用することで

発生するGHGは、物理的には動脈産業から排出されるが、

GHG アカウンティングの基盤となる国内の温対法や省

エネ法での報告枠組みでは、焼却処理が回避できること

を前提にゼロカウントとみなされる。この前提は、動脈

産業が循環資源を受け入れることがScope1の排出削減と

なることを意味し、循環促進のインセンティブとなる。

また、自治体にとってScope1に含まれる一般廃棄物処

理プロセスでは、GHG排出源の廃プラスチックなどが削

減されることから直接的な削減が見込める。一方で、産

業廃棄物を排出する事業者にとっては、自社から排出し

た廃棄物の処理は Scope3 とみなされる。GHG 削減目標

を Scope1、2 のみに限定している状況では、排出事業者

には、リサイクルによるGHG削減効果を経営に反映する

インセンティブが働きづらい。

 地域循環を対象に、各主体のGHG削減への貢献を考察

すると、地域循環システム全体の排出削減のうち、一般

廃棄物及び産業廃棄物の処理による削減は、動脈産業に

おける循環資源の燃焼等に伴う GHG 排出の相殺分と廃

棄物処理の直接排出の削減分のダブルカウントとなって

いる。しかし、GHGアカウンティングの目的は、企業の

排出削減努力を促進することに主眼が置かれていること

から、ダブルカウントを許容するべきとの議論もなされ

ている。

今後は、GHGアカウンティングの特性を鑑み、シナリ

オ間の比較を目的としたLCAや国レベルでの報告義務に

基づくGHG算定手法とは異なる枠組みとして、環境改善

による便益とコストの配分方法を算定する方法論を確立

し、実際の管理手法を検討することが課題である。
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